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平成17年3月24日
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証券決済インフラの担い手証券決済インフラの担い手

ＳＴＰ
決済照合システムの
機能拡充

ペーパーレス
CP⇒社債、地方債、
⇒投信⇒株券

ＤＶＰ

　効率的で安全な決済サービスの提供

株券等保管振替制度における実績

　預託推進　手数料の見直し　決済照合システム　取引所ＤＶＰ　一般振替ＤＶＰ

取扱い有価証券の範囲の拡大

決済期間の短縮
元本リスクの削減
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　（注）●は実施済み又は実施時期が確定しているもの

●フェーズⅡ稼動
（１月）

�印紙税特別措置
の期限到来(3月)

�サムライ電子CP
(4月)

�振替制度実施 (3月)

Ｃ Ｐ

システム・
リブレース

株 券
電 子 化
対 応

�税制措置終了
(1月)

●システム処理概要　　　　　　　　　　 ○振替制度実施

の公表（１月）　　　　　　　　　　　　　　 既発投信移行　
　　　　

●制度要綱策定

（９月）投 信

�税制経過措置
終了 (1月)

既発債の移行●振替制度実施

(１月）
●システム接続仕様

書の公表（５月）

�制度要綱策定 (6月)

一 般 債

�一般債・CP対応
（１月）

�国債レポ･現先
等、国債清算機
関対応（２月）

�第２期稼働 (５月)�第1期第３フェーズ稼動(５月、
国債、先物･ＯＰ等）

�第1期第２フェー
ズ稼働 (２月、Ｃ
Ｂ・非居住者取引)

�第1期第1フェーズ
稼動 (９月、株式)

決 済 照 合

�一般振替ＤＶＰ稼動
(5月)

�ほふりクリアリングの設立

（6月）

�制度要綱策定

（6月）

�取引所ＤＶＰ決済
の導入 (5月)

Ｄ Ｖ Ｐ

�振替機関指定 (1月)
�株券喪失登録情報等照合
ｼｽﾃﾑ(SITRAS)稼動 (3月)

�保振の株式会社
化 (6月）

●ＣＢ取扱開始　

(11月)　

(元利金事務取扱
開始)

保 振 全 般

●株券電子化
制度移行期
限（６月）

●株券の電子化法

公布（６月）

●社債等振替法施行 (1月)
�加入者保護信託（1月）
●改正証取法施行
　(清算機関) (1月)

�改正保振法施行
(4月)

�短期社債等振替
法施行 (4月)

法 制
その他の動
き

2009年
(21年)

2008年
(20年)

2007年
(19年)

2006年
（18年）

2005年
（17年）

2004年
（16年）

2003年
（15年）

2002年
（14年）

2001年
(13年)

○稼働開始
　
予定期間

準備・周知期間（公布の日から5年以内）

第１期 第２期

○稼働開始
　
予定期間

改革への取組み
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一般振替ＤＶＰの基本スキーム一般振替ＤＶＰの基本スキーム

○振替実行条件

　・差引支払限度額

　・余裕値（確保資産）

　　　　－参加者基金

　　　　－担保指定証券

　　　　－受入予定証券

○振替完了条件

　・資金支払履行の確保

○流動性の確保

　・参加者基金

　・コミットメントライン

【リスク管理】
保振機構参加者
Ａ社

保振機構参加者
Ａ社

保振機構参加者
Ｂ社

保振機構参加者
Ｄ社

保振機構参加者
Ｄ社

保振機構参加者
Ｂ社

保振機構参加者
Ｃ社

ほ
ふ
り
ク
リ
ア
リ
ン
グ

ほ
ふ
り
ク
リ
ア
リ
ン
グ

のネッティング計算

保振機構参加者
Ｃ社

決済価額（参加者決済額）

【グロス・ネット型ＤＶＰ】

証券保管振替機構（証券の振替）

日本銀行の当座勘定取引（資金の振替）
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一般振替ＤＶＰの利用状況一般振替ＤＶＰの利用状況

※1.平成16年度のグラフは、平成16年5月17日（一般振替ＤＶＰ制度開始日）から2月28日までの1営業日平均値である。
※2.月次のグラフは、当該月の1営業日平均値である。
※3.対象となる有価証券は、株式、新株予約権付社債券、投資証券、優先出資証券及び受益証券である。
※4.総支払額とは、証券振替の実行に係る金額である。
※5.総決済価額支払額とは、差引支払となった全資金決済単位の支払額の合計である。
※6.圧縮率とは、総決済価額支払額を総支払額で除したものに100を乗じた値である。
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決済照合システムの取扱商品

2003.5投信基準価額・設定解約情
報

2005.2国債（レポ・現先）

2006.1 (予定)一般債・CP

2006.1 (予定)一般債・CP2003.5先物･オプション

2005.2国債2003.5国債(売買取引)

2002.2CB2002.2CB

2002.2株式等2001.9株式等

開始時期非居住者取引開始時期国内取引

　機能の拡充機能の拡充
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決済照合システムと
国債清算機関(JGBCC)との連動図

決済照合システム

JGBCC参加者A JGBCC参加者B

約定照合

売買報告データ 売買報告データ

約定照合結果通知データ約定照合結果通知データ

JGBCCフラグ判定

Yes

債務引受の認定

清算業務

(債務引受、ネッティング等)

日銀ネット

照合済み売買報告データ

認定結果通知認定結果通知

ネッティング明細/決済明細等ネッティング明細/決済明細等

国債及び資金決済

国債及び資金決済 国債及び資金決済

国債清算機関



7

短期社債振替制度短期社債振替制度
コマーシャルペーパーを完全にペーパーレス化し、その権利の発生、移転、消滅をコ
ンピュータシステム上の帳簿（振替口座簿）への記録により行う。

　　　　利用状況
　　　　（2005/2/28現在）

○発行者　　　　 141社
○機構加入者　　56社
○発行残高　881銘柄　3兆7,632億円

　　　　システム改善
　　（２００６年１月予定）
一般債振替システムとの共通開発により、
次の機能の追加を行なう。

①ＤＶＰ決済の高度化
②システム間接続の実施
③キューイング機能の提供
④決済照合システムの利用
⑤日銀担保適格差入
及び返戻スキーム

u 手形ＣＰにかかる印紙税特別措置の期限到来
　　　　 　（2005年3月）

　　　　　手形ＣＰにかかる印紙税特別措置の期限
到来により、手形ＣＰは短期社債へと大き
くシフトするものと予想される。
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一般債振替制度の準備状況一般債振替制度の準備状況
～DVP決済の処理フロー～
＜国内取引・プロパー方式の場合＞

　　（システム開発）
　　　・高品質なシステムの開発

　　　（円滑な移行）
　　　　　　　・一般債の移行対象は、残高ベースで200兆円
　　　　　　　・既発債の移行期間は､約2年間
　　　　　　　・発行者、投資者双方から振替債への移行について
　　　同意を得る必要

円滑な移行のためには､
関係者間の協力が不可欠

今
後
の
課
題

⑯証券振替済通知

　
　
　
　
受
　
方
　
機
　
構
　
加
　

入

　
者

決済照合システム

⑦

　
　
　
　
渡
　
方
　
機
　
構
　
加
　

入

　
者

⑥決済照合一致・
決済番号付与

⑦決済照合結果通知

（決済番号付）

⑨振替口記録

資金振替

⑫

⑬

⑭⑭資金決済済通知

⑮証券振替

⑫資金受渡依頼
対象通知

⑤決済指図データ
自動作成

⑩振替口記録済通知

⑯

⑪資金決済データ
（決済番号付）⑭資金決済済通知

ＳＳＩ

①売買報告データ ②売買報告データ

④売買報告承認結果 ③ 売買報告承認 約定照合

決済照合

証券振替

資金決済

機構

日本銀行

（連動処理）
⑧振替申請

証券振替 システム

連
動

売買報告承認処理

資金受渡依頼

2003.6　　一般債振替制度要綱公表
2003.10　システム処理概要公表
2004.5　　接続仕様書公表
2005.7　　同意書の受付及び制度参加
　　　　　　手続き開始(予定)
2005.8　　接続･総合テスト開始 (予定)

【主な日程】

2006.1　　 一般債振替制度開始 (予定)

　　　　　　　　既発債の移行

2008.1　　源泉徴収不適用等の取扱いは､
　　　振替債のみに
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投信振替制度の準備状況

投信振替制度要綱　/　投信基本モデル概要

投信振替システム
処理概要

これまで
の活動

今後の
活動

テスト 認可 　　制度参加手続き

振替ｼｽﾃﾑ 収益分配金 上場投信 資金決済・集約

投信約款
覚書

事務委任契約など

市場慣行の形成
マーケット・ルール
外部インフラ

投信振替制度のスタート（予定）

移行実務

上場投信検討

上場投信
基本方針

移行事務処理概要外部接続仕様書

システム開発
業務規程/手数料

非DVP
資金決済・集約
スキーム

2007年1月
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株券の電子化①株券の電子化①

実質株主名簿に当たる制度がない株主名簿と実質株主名簿がある

多階層構造が可能参加者口座簿と顧客口座簿の二層構造

交付請求がない参加者・顧客による株券の交付請求がある

振替制度保管振替制度

　株券不発行制度導入の必要性株券不発行制度導入の必要性

「株券不発行制度に関する要綱」法制審答申株券不発行制度に関する要綱」法制審答申（（20032003年年99月月1010日）日）

○公開会社では、株券発行の経費等の負担が大きい

○株券自体が株式市場において迅速かつ安全に大量の取引を決済することの障害
～「株券不発行制度及び電子公告制度の導入に関する要綱中間試案の解説」(2003年3月法務省）より～

○商法の改正関係

○株式の振替制度関係

○保振制度利用会社の株式振替制度利用会社への一斉移行

　　　⇒改正商法の施行後5年以内の政令で定める日に一斉移行

○新株引受権、新株予約権付社債の不発行制度
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株券の電子化②株券の電子化②((現行との比較現行との比較))

＜現在の株券保管振替制度＞＜現在の株券保管振替制度＞

発行会社

実質株主名簿

株券保管振替機関

参加者参加者

顧客顧客株券の所持者

口座振替

名義書換請求

実質株主通知

株主名簿

顧客

＜新振替制度＞＜新振替制度＞

発行会社

振替機関

口座管理機関口座管理機関

加入者加入者 加入者

口座振替

株主通知

株主名簿

口座管理機関 口座管理機関

口座管理機関

加入者加入者

※1　　新振替制度の「口座管理機関」と現在の株券保管振替制度上の「参加者」は、実質的に同じものであり、証券会社、銀
行、名義書換代理人（信託銀行等）がその地位に就くことができる。

※2 新振替制度の「加入者」と現在の株券保管振替制度の「顧客」は、実質的に同じものであり、株式の投資家が口座を開
設することによって、その地位を取得する。 【法務省資料より】
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端数の処理（振替法１３６条５項等関係）
　株式の消却・併合、分割、合併、株式交換・移転又は会社分割等の記録に際して

生じる１株に満たない端数処理の取扱い

株券の電子化③株券の電子化③

１

外国人保有制限株に関する総株主通知の通知事項
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（振替法１２９条３項７号・１５９条関係）
　名義書換拒否ができることになっている会社（放送法、航空法及びＮＴＴ法上の会社）
についての口座の記載内容及び総株主通知の通知事項等の取扱い

２

口座情報提供請求権（振替法２９９条後段関係）
　利害関係者による加入者の口座についての証明書面の交付又は情報提供の請求

の取扱い

３

　政省令に関する主な検討課題



ご清聴ご清聴
ありがとうございましありがとうございまし
たた

JASDEC
http://www.jasdec.com/


